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　１９６４年に米国公衆衛生局長官（Surgeon 
General) の Luter Terry 氏が、「喫煙と健康」に
関する報告書を発表し、喫煙と肺がんなどの疾
病との因果関係を明確に示した。この報告書は
米国社会に大きな衝撃を与え、これをきっかけ
に米国では反喫煙の機運が高まり、つぎつぎと
タバコ規制の施策がなされた。交通機関や公共
施設などにおける分煙にはじまり、さらに全面
禁煙が実施されるまでに至っている。
　今回、この報告書の発表から５０年を記念
して、JAMA（米国医師会雑誌）は「５０years 
of Tobacco Control」と題して１月８日に特集
号を発行した。（JAMA, 311(2) Pages 105-214, 
2014)。

§　喫煙率はどうなったか
　Dr. Steven A. Schroeder ら の 報 告 に よ れ ば
１９６４年当時、米国における成人の喫煙率
は 42.7％であったが、２０１２年には 18.1％
まで減少して、米国成人１人あたりのシガレッ
ト（紙巻きタバコ）の消費は 70％以上も減少
した。１９７０年には１日あたりシガレット消
費が２０本であったものが２０１２年には１３
本まで低下した。
　また、２０世紀において「がん死」のトップ
を占めていた肺がんの発症率が低下し、喫煙に
よるリスクが高まると云はれている心疾患（心
筋梗塞など）や脳卒中も減少するようになった
と述べている。
　これらの成果の進展はきびしいタバコ規制
によるものである。すなわち、喫煙者に対す
るカウンセリング、禁煙補助薬の使用をはじ
め、さまざまなアプローチによる結果である。
米 国 で は Clean indoor air laws, mass media 

campaigns to encourage prevention and quit 
attempts, restriction of youth access to tobacco 
products, price increase in tobacco products,  
telephone quit line などの集合的戦略が実施さ
れた。
　しかし、米国社会においては、いまなお、
4,200 万人もの喫煙者がタバコ嗜癖にあがいて
いる。70％の人々は喫煙を止めようとしてい
るが 3 〜 5％の人はどうしてもやめられなくて
禁煙治療を受けている。
　米国ではタバコ関連死が依然として５０万人
に達している。世界的には５００万人にものぼ
ると云はれている。
　子供や青年、精神疾患患者、薬物乱用者、レ
スビアン、ゲイ、同性愛者、トランスジェンダー、
ホームレス、貧困者などはタバコ依存に傷つき
やすいといわれている。
　しかし、米国においてはタバコ産業は年
8billion( ８０億ドル＝８０００億円）にものぼ
る資金がシガレットの広告や販売についやさ
れている。

§　タバコ規制でどれだけタバコ関連死は回避
されたか

　Dr. Theodore R. Holford らは１９６４年〜
２０１２年間に回避できたタバコ関連死亡者
数の推定を試みている。出生コホートにおけ
る喫煙経験数に加え、タバコ規制が行われな
かった場合の喫煙経験者数を１９６４年以前の
データを基に推算し、さらに全米調査データ

（National Health Interview Survey) などを用い
て１９６４〜２０１２年の喫煙関連死亡率を推
定するとともに、タバコ規制が行われなかった
場合の推定値を求めて比較検討した。
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　その結果、この５０年間の喫煙関連死亡者は
１，７７０万件でタバコ規制により８００万件
の喫煙に関連した早死が回避できたと推定され
た。また回避できた喫煙関連死亡者数と生存年
の損失は１億５，７００万年であったという。
さらに、この間における４０才時の平均余命は
男性で 7.8 年、女性で 5.4 年延長していた。タ
バコ規制が延長に寄与したと推定された年数は
男性で 2.3 年、女性で 1.6 年であった。

§　世界の喫煙率とシガレット消費
　Dr. Marie Ng らは１９８０年〜２０１２年の
世界各国のデータを用いて、世界１８７カ国の
喫煙率およびタバコ消費量の推移を明らかにし
た。それによると、この間の１５才以上の人口
における喫煙率（毎日喫煙する人の割合）は
男性で 41.2％から 31.1％に、女性では 10.6％
から 6.2％に減少した。ただ 1 年当たりの平均
喫煙率の減少は１９９６年〜２００６年には
1.7％であったが、２００６年〜２０１２年に
は 0.9％となり、２００６年以降は減少ペース
が鈍化していることが明らかになった。
　毎日喫煙する人の数は、世界人口の増加に伴
い、７億２１００万から９億６７００万人に増
加している。男性の喫煙率が高い（50％を超
える）国はロシアやインドネシア、女性の喫煙
率が高い（30％を超える）国はギリシャやブ
ルガリアであった。
　また、喫煙率が高く、喫煙者の１日当たりの
喫煙本数も多い国として中国やギリシャ、ロシ
アなどと並んで日本が挙げられており、これら
の国々は大きな健康リスクにさらされていると
指摘している。

§　精神疾患患者の禁煙療法
　Dr. Benjamin Lé  Cook らは 2004 〜 2011 年
の米国の精神疾患患者における喫煙率の推移を
検討し、一般人にくらべて喫煙率の減少度が小
さいことを明らかにした。そして、一般人を対
象とした禁煙推進アプローチが精神疾患患者に
は必ずしも有効ではないのではないかと指摘し

ている。
　また Dr. A. Eden Evins らは１０の専門施設で
登録された統合失調症または双極性障害を有す
る喫煙者 247 例のうち、203 例に１２週間の
バレニクリン（ニコチン依存症の喫煙者に対す
る禁煙の補助剤）投与による禁煙治療および認
知行動療法を実施した。その後、禁煙の基準を
満たした 87 例を対象に再喫煙防止を目的とし
た維持療法としてバレニクリン（1 ㎎、1 日 2
回）を投与する群とプラセボ群にランダムに割
り付けた。その後、61 例が再喫煙防止フェー
ズを完了した。その結果、禁煙率はプラセボ群
にくらべてバレニクリン投与群で有意に高かっ
た。また、禁煙治療による精神症状あるいは精
神学的有害事象への有意な影響は認められな
かった。
　以上から彼らは「標準治療で禁煙を達成した
重度の精神疾患患者に対するバレニクリンを用
いた維持療法は、その後の禁煙持続率を改善す
ることが示された」と結論した。そして、この
禁煙持続の効果は治療開始から 1 年、また同
薬の中止から 6 ヵ月の時点においても確認さ
れたと評価している。

§　日本における喫煙率
　１９８９年（昭和 64 年）度、厚生労働省の
国民健康栄養調査によれば、日本人男性の喫煙
率は、２０〜２９才が 62.3％、３０〜３９才
が 65.4％、４０〜４９才が 59.5％と、60％前
後の高い水準となっている。平成３年から６年
にかけて、いずれの世代においても 40％台に
大きく低下する現象が見られたが、平成７年に
は再び 60％前後に急回復しているため、実態
は 60％前後が続いているものと想定される。
　一方、女性では平成元年（１９８９年）以降、
各世代で喫煙率は 10％台前半程度で推移し、
男性に対する比率は 5 分の 1 から 4 分の 1 程
度が続いているものと想定される。

§　がん予防対策
　がん対策といえばタバコということはよく
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知っているだろうが、多くの疫学研究から、タ
バコは肺がんや咽頭・喉頭・食道のがんはもち
ろん、胃がん、大腸がん、子宮がん、膵臓がん
など、ほとんどすべてのがん罹患および死亡の
リスクを高めることがわかっている。
　その機序や発がんの経路など次々と明らかに
なりつつある。60 種類にものぼる発がん物質
が喫煙によって体内に吸いこまれている。
　さらに喫煙者の何倍もの非喫煙者が、副流煙
にさらされている。不完全燃焼によって生成さ
れる副流煙のほうがニトロソアミンなど発がん
物質を大量に含んでいる。
　米国では１９６５年 52％の男性喫煙率が、
２０００年には 29％までに下がって、肺がん
死亡率も低下してきていることが実証されてい
る。日本も早く無煙社会をつくらねばと思うが、
禁煙対策が何時も骨抜きにされている。
　いまや世界は高齢化社会をむかえて、がん対
策も新しい発想のもとに対処しなければならな
い。過去５０年におけるタバコ規制対策は必ず
しも成功していないように思われる。

　喫煙率の推移をみても、日本ではほとんど低
下していないし、米国でも折角低下したものが
２００６年頃から再び上昇傾向を示している。
　タバコ規制の難しさが何時も頭を悩ます。そ
こでＵＩＣＣをはじめ対がん活動団体は、がん
予防を推進してゆくにはライフステージの早
期、すなわち、子供の時からがん予防の姿勢を
作る必要があるということで、「防煙、バラン
スのとれた食育、健康運動など」諸々のがん予
防の姿勢作りを小児期（むしろ幼児期）から植
えつけていく方法を提案している。
　小林　博先生らのスリランカでの子供たちへ
の働きかけが大人たちの健康への意識改革につ
ながった実践記録は大いに勇気づけてくれる。

（子どもの力で「がん予防」小林　博著　小学館）
　２１世紀においても、がんの早期診断、早期
治療はがん対策の基本姿勢であるが、いまやが
んの予防対策に積極的に取り組む時代である。
生活習慣の改善こそががんの予防にもつながる
ことを認識し、先ずはタバコが地球上からなく
なることを期待したい。
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